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はしがき 

 

我が国は、人口減少・少子高齢化社会の到来、家族やコミュニティの機能の

変容をはじめとする時代の潮流の中にあり、住民に身近な行政の果たすべき役

割は従来に増して大きくなることが見込まれ、地方公共団体は、これまで以上

に住民の負託に応えられる存在に進化を遂げていくことが必要である。 

令和５年１２月に第３３次地方制度調査会においてとりまとめられた「ポス

トコロナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関する答申」においては、

地方公共団体の経営資源が制約される中で、質の高い行政サービスを持続可能

な形で提供していくため、デジタル・トランスフォーメーションによる地方公

共団体の業務改革や、他の地方公共団体や地域の多様な主体との連携を進めて

いく必要性等が指摘されている。 

このような地方自治を取り巻く状況を踏まえ、当センターは、学識経験者の

方々にご参加いただき、今後の地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改

正の展望等について自由闊達にご議論いただくことを目的として、「２１世紀地

方自治制度についての調査研究会」を設置した。 

本研究会における新しい視点からの自由な論議が地方自治制度の構築の参考

となり、地方自治の更なる発展に資することとなれば望外の喜びである。 

なお、本研究の企画及び実施に当たっては、総務省自治行政局行政課から多

くのご協力をいただいた。 
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21世紀地方自治制度についての調査研究会（令和６年度） 

（第１回）議事要旨 

 

１ 日 時  令和６年11月19日（火）17:00～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 ※WEB会議併用 

 

３ 出席者  河合 晃一 筑波大学人文社会系准教授 

久保 倫子 筑波大学生命環境系助教 

釼持 麻衣 関東学院大学法学部准教授 

須川 忠輝 三重大学人文学部法律経済学科准教授 

高田 倫子 大阪公立大学大学院法学研究科教授 

西村 裕一 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

船渡 康平 信州大学学術研究院社会科学系准教授 

松本 朋子 東京理科大学教養教育研究院神楽坂キャンパス教養部准教授  

宮森 征司 新潟大学法学部准教授 

山羽 祥貴 東京都立大学大学院法学政治学研究科准教授 

 

４ 概 要   

地方議会を巡る状況について 

（事務局から資料に基づき説明） 

○ 自治体の長も代表者であるが、民意の反映の度合いという点において、地方議会の役

割として、多様な意見の集約・反映が期待されていると考えられる。特に若年層、ある

いは近年増加している外国籍の住民等の意見は十分に反映されているか。また、育児や

家事との両立を実現するために、オンラインでの議員活動を促進するなど議論は進んで

いるか。 

 

○ 地域課題について、地域住民も認識できていない、言語化できていない課題がある

のではないか。例えばアメリカなどでは、政策の意思決定の場において、GISを用いた

シミュレーションを様々な分野で積極的に行っているが、こうしたことが地域に眠る

課題の可視化に繋がるのではないか。また、顕在化していない地域課題を判別するに
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あたり、例えば、外部の専門家等の介入やデータを用いるなどして可視化させること

が重要ではないか。 

 

○ 地方議員が政策スタッフを確保するなどして独自に専門性を強化する動きはどの程

度あるのか。仮に地方議員が独自に専門性を強化することが困難な場合、行政職員の数

が足りない状況下では、外部の専門家をどう生かすかが重要ではないか。例えば、自治

体内弁護士が政策形成に参画する、あるいは都道府県単位で弁護士をプールして人材共

有的に市町村が政策形成に生かせるような体制等が考えられないか。 

 

○ 地方議会の専門性を高めることは大切だが、むしろ専門的ではない住民が多いことを

考えると、法律的専門知識が少ない方々が参画することを前提に地方議会をつくり、多

様な民意を反映させることも重要ではないか。 

 

○ オンライン投票を行う、あるいはイニシアチブやレファレンダムといった民主的な地

方自治の機能をオンライン上で行うなど、国政規模では難しい新たな試みを地方レベル

で実験的に行う意義はあるのではないか。 

 

○ 地方議会は一般の行政機関に比べて、縁遠い存在だと住民から思われているところ

があるのではないか。多様な民意あるいは地域的ニーズ、政策的ニーズを効果的に抽

出することを地方議会の役割として求めるのであれば、地方議会と住民との距離を縮

める取組など地方議会の周縁状況の環境整備が重要になるのではないか。例えば、地

方議会との関わり方について、かつての町村議会研究会で提言された議会参画員制度

のようなくじ引きでの無作為抽出という手法は、若者のメンタリティから見ても効果

的な手法の一つではないか。 

 

○ 今後の地方議会の役割を考えるにあたり、自治体の執行権の行使について、多様な

民意の反映や執行権の決定・監視などが重要という考え方がある一方で、地方議員の

なり手不足という観点からは、純粋な立法機関として地方議会を位置づけるなど、地

方議会の仕事を減らす方向の考え方もあるのではないか。 

 

○ 地方議員のなり手不足について、人口減少が背景にあると思うが、他にも原因がある
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のではないか。地方議会と住民との間に距離があり、自分（住民）の意見が代表されて

いないという意識になっているという指摘があったように、様々な要因が住民を議会か

ら遠ざけているのではないか。 

 

○ 若い頃の経験は生涯の投票行動に影響を及ぼすと言われている。例えば、一般的には

若年層の投票率は低いとされるが、戦争や世界恐慌といった危機を経験した世代は、例

外的に生涯に亘って投票率が高いという研究がある。また、人口当たりの代表議員数と

考えたとき、人口（分母）を多くすると投票率が下がることを示した研究もある。この

ため、合区等により地方議員数を低下させるということが、地方議員が自分（住民）の

代表だと思いにくくする要因となり、投票率を低下させているのではないか。 

 

自治体事業と公私協働―ドイツ法から日本の法制度への示唆― 

（宮森構成員から資料に基づき説明） 

○ ドイツ法について歴史の蓄積があり、各州のゲマインデ法に主要な要素が受け継がれ

ているということだが、各州のゲマインデ法の間に差異はどの程度あるのか。また、そ

の差異の原因はなにか。 

 

○ 各州のゲマインデ法の原型は、ナチ期において統一的な制度が整備された。これは、

戦時中で厳しい状況下にあった地方自治体（ゲマインデ）の財政の合理化や戦時経済下

での民間部門との抵触問題が色濃くなってきたことが背景にある。 

 

○ 各州のゲマインデ法の差異については、地域によって傾向があり、例えば西側ではゲ

マインデが私法上の組織を用いることに対する制約の規律の度合いが比較的緩く、東側

は西側に比べ厳しいといった傾向がある。 

 

○ 再公営化と公私協働に関して、例えば公私協働や第三セクターに関する様々な法制度

が再公営化を阻害する要因になる可能性はないか。 

 

○ 民営化するあるいは再公営化するのかはいわばベクトルの問題であり、いかなる組織

形式を用いるのか、出資比率の増減をどうするか等は、そのグラデーションの中で捉え

られる。具体的にどのような形態をとるにせよ、自治体は一連のグラデーションに対し
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て一定の責任を負い続けられるための法枠組が必要になってくるところ、ゲマインデ法

の仕組みは、基本的には、民営化と再公営化の双方のベクトルを念頭に置いていると考

えられる。 

 

○ 組織法的な統治においては、裁判統制を想定しにくいところ、組織法的な統制をどの

ように実効的なものとするか。 

 

○ ドイツの各州では、第三セクターの利用に当たってゲマインデが主体となって出資報

告書を作成し、これを公表する制度がゲマインデ法で整備されている。第三セクターに

対する実体的な制約規定の統制機能に限界があることを踏まえ、訴訟とは別の手続的な

観点から制約規定の実効性を補完する方向性が考えられる。 

 

○ アメリカにおいては、連邦政府と取引をしている企業に、結果の平等を求める大統領

行政命令が起点となって、企業に結果の平等を求める動きが1960年代に進められたが、

ドイツにおいては、企業における男女比率や役員の男女比率に対する一定の制約など、

どのような取組が行われてきたか。 

 

○ SDGsの影響もあり、EUにおいては、民間部門のコーポレート・ガバナンス・コードの

内容として男女比率に関する定めがあるが、この一般的な会社法の傾向を背景に、パブ

リック・コーポレート・ガバナンス・コードにも、男女比率に関しては詳細な定めが置

かれる傾向にあるようである。 
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会 設置要綱 

 

我が国は、人口減少・少子高齢化社会の到来、家族やコミュニティの機能の変容を

はじめとする時代の潮流の中にあり、住民に身近な行政の果たすべき役割は従来に増

して大きくなることが見込まれ、地方公共団体は、これまで以上に住民の負託に応え

られる存在に進化を遂げていくことが必要である。 

令和５年１２月に第３３次地方制度調査会においてとりまとめられた「ポストコロ

ナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関する答申」においては、地方公共団体

の経営資源が制約される中で、質の高い行政サービスを持続可能な形で提供していく

ため、デジタル・トランスフォーメーションによる地方公共団体の業務改革や、他の

地方公共団体や地域の多様な主体との連携を進めていく必要性等が指摘されている。 

 一般財団法人自治総合センターでは、こうした地方自治を取り巻く状況の変化を踏

まえ、総務省自治行政局行政課の協力を得て、下記により学識経験者による研究会を

設置し、２１世紀における地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改正の展望等

について研究することとする。 

 

記 
 

１ 研究会の名称 

  「２１世紀地方自治制度についての調査研究会」 
 

２ 研究の目的 

  ２１世紀における地方自治制度の運用上の諸課題、新たな制度改正の展望等につ

いて研究し、今後における地方自治の健全な発展に資することを目的とする。 
 

３ 主な研究のテーマ 

・ 地方公共団体の自主性・自律性確保のあり方 

・ 地方公共団体と住民との関係のあり方 

・ 地方公共団体と地域の多様な主体との連携・協働のあり方 

 

など 
 

４ 構成員 

・ 研究会の構成員は別紙のとおりとする。 

・ 研究会には、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求めることができる。 
 

５ 開催期間等 

・ 令和６年秋から開催し、令和６年度中に研究成果をとりまとめる。 

・ 研究会は１ヶ月に１回程度、１回あたり２時間程度を定例とする。 

資料１ 
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２１世紀地方自治制度研究会（令和６年度）名簿 

  

河合
かわい

 晃一
こういち

 筑波大学人文社会系准教授 

久保
く ぼ

 倫子
ともこ

  筑波大学生命環境系助教 

釼持
けんもち

 麻衣
ま い

 関東学院大学法学部准教授 

須川
すがわ

 忠輝
ただてる

 三重大学人文学部法律経済学科准教授 

高田
たかた

 倫子
みちこ

  大阪公立大学大学院法学研究科教授 

西村
にしむら

 裕一
ゆういち

 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

船渡
ふなと

 康平
こうへい

 信州大学学術研究院社会科学系准教授 

松本
まつもと

 朋子
ともこ

 東京理科大学教養教育研究院神楽坂キャンパス教養部准教授 

宮森
みやもり

 征司
せいじ

 新潟大学法学部准教授 

山羽
やまば

 祥
よし

貴
き

  東京都立大学大学院法学政治学研究科准教授 

                          （敬称略） 
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会（令和６年度） 

（第２回）議事要旨 

 

１ 日 時  令和６年１２月１０日（火）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 ※WEB会議併用 

 

３ 出席者  河合 晃一 筑波大学人文社会系准教授 

釼持 麻衣 関東学院大学法学部准教授 

須川 忠輝 三重大学人文学部法律経済学科准教授 

高田 倫子 大阪公立大学大学院法学研究科教授 

西村 裕一 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

船渡 康平 信州大学学術研究院社会科学系准教授 

松本 朋子 東京理科大学教養教育研究院神楽坂キャンパス教養部准教授  

宮森 征司 新潟大学法学部准教授 

山羽 祥貴 東京都立大学大学院法学政治学研究科准教授 

 

４ 概 要   

所得再分配の政治経済学 

（松本構成員から資料に基づき説明） 

○ 平均所得未満の人が再分配に賛成するとは限らないという指摘があったが、平均所得

未満の人と職が奪われそうな人とは全く別ものという理解か。 

 

○ メルツァー・リチャードモデルの議論では、平均所得未満の人は社会福祉によって支

えられる側に分類されるため、社会福祉は移民や外国人労働者にも適用されることを踏

まえると、低所得者より高所得者の受入増が望まれる。今回の実験では、自分の仕事が

奪われるかもしれないと思った人たちは、社会福祉が外国人に適用される実態を知って

も、なお低所得者の外国人労働者の受入増を望むことがわかった。また、調査では、職

が奪われる懸念の有無と所得の間には相関が見られた。 

 

〇 実験結果から、仕事を奪われる懸念がない人たちは、在留外国人にかかる医療費を知
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らせると、低所得の外国人労働者に対し、より寛容ではなくなると解釈することは可能

か。仮にそのように解釈できる場合、低所得の外国人労働者を受け入れる寛容さがなく

なるということは、重要な結果ではないか。 

 

○ 在留外国人にかかる医療費を知らせる（介入する）と、高所得の外国人労働者より

も低所得の外国人労働者の受け入れを好む度合いが弱まるという点については、実験

の主たる仮説として立てた部分であり、実験結果の第一に挙げている。職を奪われる

懸念がある人たちの選好が介入で変わらないという知見を、介入があっても「寛容」

と解釈できるかは議論の余地がある。 

 

○ 所得再分配の懸念から高所得の外国人労働者を選ぶのは、職を奪われる不安がない

人だけとの示唆があるが、今後、外国人労働者が増加する、あるいは経済状況が悪化

することで、職を奪われる不安がある人が増加すれば、相対的に所得再分配の懸念へ

の影響は小さくなっていくのではないか。 

 

○ 所得再分配の影響が外国人労働者の受入れプロフィールに及ぼす影響は少なくなっ

ていく可能性がある。２１世紀初頭のヨーロッパにおいて、外国人のプロフィールに基

づく選択について議論が起こった。当初、高度専門技術者を選べばいいという考えがあ

ったが、現在は、移民排斥を訴える急進的な人たちが増加している。もっとラディカル

に、外国人そのものを追い返そうという議論が出てきかねないというところが、一つの

ヨーロッパの継承ではないか。 

 

○ アメリカは所得再分配に消極的である。また、アメリカでは人種間の所得格差が大き

い。これらの事実に鑑み、自分と同じ人種（仲間）に対しては助け合おうと思うが、そ

うではない場合は助け合おうと思うインセンティブが弱まるため、人種間で所得格差が

あるアメリカでは、助け合いができないという仮説が議論されてきた。 

 

〇 移民と所得再分配の関係についての従来研究では、観察研究が多く、様々な抽象的な

レベルでの仮説が立てられてきたとされているが、この背景にはどのような発想がある

か。 
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〇 多くの研究者にとって、アメリカとヨーロッパの差異について議論することが、もと

もとモチベーションになっていたと考えられる。近年新しく出てきた論文によると、同

じデータを使って分析しても、指標の取り方によって統計的に有意な変化が観察された

り観察されなかったりすることが指摘されており、これまで観察研究で言われてきたこ

とが適切かどうか分からないということが大きく議論されている。 

 

地域における公共空間と言論・集会の自由：問題状況の概観 

（山羽構成員から資料に基づき説明） 

○ 「公共空間」という言葉にある「公共」の部分について、何をもって公共であると言

えるか。近年の官民連携の手法としてＰＰＰの活用事例が増えているが、こうした「公

共」といえるかどうか判断の境目が曖昧な空間と、政府が管理する公園や道路などの空

間との差異は何か。また、自治体でもメタバース等の仮想空間を活用する事例があるが、

仮想空間は公共空間との関連で、どのように捉えられるか。 

 

○ 一般的な議論としては、国家が関わっているから公共的だという捉え方があるが、同

時にそれだけでは「公共」を捉えきれないという指摘もある。「パブリック」という言

葉で表せるものとしては、「公共」以外にも「公衆」というものがあるが、空間がそうし

た公衆に一般的に開放されているという意味で「公共」を捉えることが議論の出発点を

提供することもある。 

 

○ 仮想空間を考える際、まず現実に身体が物理的な場所に存在していることの意義をど

のように考えるかが重要になるのではないか。コロナ禍において、仮想空間でデモをす

る例があったが、人々がその場に集まること自体のメッセージ性をどのように捉えるか。

仮想空間については、資源の希少性というものをあまり考えなくていい側面があり、そ

れは一つのメリットではある。他方で現実空間での表現に関しては、逆に、身体や場所

といった物理的資源が希少であるからこそ生じる意味というものがあるのではないか。 

 

○ 政治経済的な捉え方をすると、公共空間は公共財やコモンプール財というような性質

に当たると理解され、非排除性を有することから表現の自由が保障されなければならな

い。他方、競合性を有する財については、希少性の話と結びつく。１日１万人が使う道

路と１日１０人しか使わない道路とでは、競合性の度合いが異なることになるが、希少
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性の議論を当てはめることが憲法上適当か。 

 

○ 屋内公共空間に関して、時間的な連続性が大切だということだが、例えば、過疎化が

進行するなど時系列的なトレンドによって大きな変化が生じたとき、どこかのタイミン

グで制度変更が必要になる。変更された制度は既存制度との関係では連続性が保てない

ことになるが、どの程度の制度変更であれば憲法上許容されるのか。 

 

○ 例えばＳＮＳなどのニュースフィードは、個々人に応じてカスタマイズされているた

め競合性がないと言えるのか。逆に、皆が見ているニュースフィードの情報は量的に限

定されているため、ある種、競合性があるといえるのか。 

 

○ 資源の希少性の度合いはバリエーションがある。土地が希少であるという都会での議

論は、人口減少を念頭に置いた昨今の地域や地方自治をめぐる議論とは、問題の立て方

が確かに異なる。それについてはまだ十分に考えられていない。 

 

○ 屋内公共空間の時間的な連続性については、伝統的なパブリックフォーラムでも無条

件に貫徹されるものではなく、例えば道路や公園を廃止すること自体は許容される。他

方で、道路や公園が現に存在しており、そこで一定の社会的実践が成立しているという

前提条件の元では、政府の恣意的な制約は許されないことになる。 

 

○ 仮想空間やインターネットなどでは、アテンションの希少性が重要であり、インター

ネットの情報空間はこのアテンションを取り合っているような状態といえる。伝統的メ

ディアや現実空間での言論・集会では、受け手が容易に情報を取捨選択できないことが、

これらの独自の意味を逆に際立たせているのではないか。 

 

○ ニュースフィードにはアテンション機能があり、希少性があるから一定の規制を行う

べきかという議論がある一方で、現実問題として規制ができないということが起こり得

るのではないか。 

 

○ インターネット空間では、アルゴリズムを使った管理手法が主流となるため、伝統的

な法的、政治的議論とは大分違った捉え方が必要になってくるのではないか。 
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〇 政府が管理する屋外公共空間や屋内文化施設について、公共用物・公用物の分類でい

うところの公用物は入ってこないという前提か。また、政府が管理する財産は屋内・屋

外という視点で分かれているが、私人が管理する財産は必ずしもそうではないように思

う。この点、問題状況をどのように整理すべきか。 

 

〇 政府が管理する屋外公共空間や屋内文化施設については公用物も含まれ得る。この辺

りの議論を十分に整理するためには、パブリックフォーラムのそもそもの意義について

考える必要があるが、正確な認識は日本語では紹介されていないのが現状である。 

 

○ 政府が管理する屋外公共空間や私人の財産である駅などの空間は、公共性が政府の指

定によってではなく社会的に構築されるということが特徴であると考える。また、政府

が管理する屋内文化施設や屋外広告物規制等に係る私人の財産の利用制限は、適切な表

現、あるいは文化の在り方のために政府が資源を分配する過程に対する統制という文脈

で捉えることができるのではないか。 

 

〇 金沢市庁舎前広場使用不許可事件の判旨において、「政治的な対立が見られる論点に

ついて」や「政治的中立性に疑義が生じて」というワードが出てくるが、そのような「対

立」や「中立性に疑義が生じて」いると判断する主体は司法であるという受け止めでよ

いか。 

 

〇 表現の自由をめぐる議論は、「政治的中立性」というものを含めて、様々な抽象的カ

テゴリーを使って行われるが、表現というのは意味や解釈という次元に関わる領域であ

るため、そうしたカテゴリーを厳密に運用することは難しい。これは、政府が表現内容

について判断するのは基本的にはよくないという考え方が伝統的には定着してきた理

由の一つである。政治的な対立が見られる論点かどうか、司法や行政がケース・バイ・

ケースで判定して、施設の運用を行っているということ自体が、表現のあり方、あるい

は文化のあり方に大きな歪みをもたらしかねないのではないかという問題があるとい

える。 

 

〇 道路における集団行進に関する日本の判例では、交通秩序の維持が強調される傾向が

あるように思うが、パブリックフォーラム論を踏まえた上で判断するとすれば、どのよ
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うな捉え方になるか。 

 

〇 アメリカでの表現の自由に関する考え方の一つとして、表現の自由を何か固まった思

想を伝えるためのものとして捉えるものがある。思想の自由市場や思想の市場という言

葉で語られているものは、表現の自由を物理的な形態から抽象して、観念的な思想の世

界に閉じ込めようとする考え方である。ただしこれはアメリカの議論における一方の伝

統であり、これに対抗してきた動向もある。これらの対立する考え方の特質については、

まだ議論は進んでいない。 

 

〇 国家や自治体がどのように資源の配分を行うかは、私人の権利や自由を制限する場合

と異なり、難しい問題である。行政法の領域において資源の配分を行う場合、従来であ

れば行政に大きな裁量が与えられていたと思うが、例えば、映画に対する助成金に関す

る「宮本から君へ」事件では、行政の裁量を厳しく統制していくという判決が出ている。

以上を踏まえ、集会の自由やパブリックフォーラム論に関してどのような構想が考えら

れるか。 

 

〇 パブリックフォーラムの一つの要素として、政府の中立性が大事になってくる。様々

な見解がある中で、一方の見解については使わせるが、もう一方の見解には使わせない

ということは許されない。他方、芸術の分野では、どうしても価値判断を排除すること

はできず、表現の中身の優劣を実質的に判断する必要が出てくる。憲法学では、芸術に

関する専門家の自律的な決定を尊重するという対応が行われてきたが、これはパブリッ

クフォーラムとは別の話であると整理されるのではないか。 

 

〇 資源分配に係る決定における利害関係者の関与による合意形成や専門職の自律に関

わる議論とは別に、パブリックフォーラム論から直接的に、具体的な手続や組織の形成

のあり方を議論する余地はあるか。 

 

○ 利害関係者が関与する合意形成に関する具体的な手続・組織の形成に対する議論は、

行政法学で注目されていると思われるが、具体的にどのような議論があるか今後考えて

いこうと思う。 
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所得再分配の政治経済学
松本朋子東京理科大学

21世紀地方自治制度研究会
2024年 12月 10日
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本日の予定

1 所得再分配の政治経済学
• 拡大し続ける格差と所得再分配の役割
• 理論が現実に符合しない不可思議さ

2 所得再分配と外国人労働者
• 所得再分配と移民に関する研究
• 小職の共同研究の紹介
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格差の拡大が止まらない

• 1980年代以降、世界各地で国内格差が拡大
• 20世紀に入る前後から、学界での関心が集まる

→ 格差を論じる二つの視座
1 格差の実態
2 社会的流動性

松本朋子 所得再分配の政治経済学 2024 年 12 月 10 日 3 / 13

格差の拡大を緩和させる介入
• 税と社会保障を通じた所得再分配政策の役割

松本朋子 所得再分配の政治経済学 2024 年 12 月 10 日 4 / 13
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理論が現実に符合しない不可思議さ
• メルツァー・リチャードモデル

... 所得再分配が民主主義国家で推進される条件を定式化
1 所得再分配政策は平均所得に向かって格差を緩和させる
2 民主主義国家では中位投票者の賛否が意思決定を決める

→ 平均所得>中位所得ならば所得再分配は推進される
• たしかに先進民主主義国の多くは所得再分配により格差緩和
• 一方で、理論に反する実態

• 格差の拡大に合わせ、再分配規模が拡大しているとは限らない
• 格差が大きい国の方が再分配規模が大きいとは限らない
• 平均所得未満の人が再分配に賛成するとは限らない!
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本日の予定

1 所得再分配の政治経済学
• 拡大し続ける格差と所得再分配の役割
• 理論が現実に符合しない不可思議さ

2 所得再分配と外国人労働者
• 所得再分配と移民に関する研究
• 小職の共同研究の紹介

松本朋子 所得再分配の政治経済学 2024 年 12 月 10 日 6 / 13
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移民の受け入れに積極的だった欧州での異変
• 2024年 6月 EU欧州議会選挙での極右・右派政党の躍進
• 2024年 6月フランス国民議会選挙の第 1回投票で移民排斥を
掲げる極右政党RN(国民連合)が第 1党に

• 2024年 9月旧東ドイツのチューリンゲン州州議会選挙で移民
排斥を掲げる極右政党AfD(ドイツのための選択肢)が第 1党に

• 2024年 9月スウェーデン政府の声明
• 2026年度より自主帰国を決めた移民に 1人当たり最大 35万ク
ローナ (約 500万円)を給付する制度実施

• 2024年 9月オーストリア国民議会選挙で移民排斥を掲げる極
右政党自由党が第 1党に

• 2024年 10月オランダは移民抑制政策を閣僚会議で承認
松本朋子 所得再分配の政治経済学 2024 年 12 月 10 日 7 / 13

日本も他人事ではないかもしれない!?
• 少子高齢化の中、人手不足から急増している外国人労働者

• 例)外食業の外国人労働者の割合 10% (2022年 10月末時点)

松本朋子 所得再分配の政治経済学 2024 年 12 月 10 日 8 / 13
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移民と所得再分配
• 移民と所得再分配の関係性は様々な仮説が立てられきたが
観察研究が多く因果関係は依然不明瞭で見解が分かれる

• 人種が多様、且つ、人種間に所得格差あると所得再分配困難!?
• 移民は所得再分配政策と両立しない!?
• 所得再分配を人々が意識すると、高所得の外国人労働者の方が
好まれるようになる!? !

Kishishita & Matsumoto (2024)
人々が受け入れを望む外国人労働者の profileは、外国人労働者の
受け入れにより生じる福祉負担を認識によってどう変わるか?
• 因果関係の特定、変化する条件の特定
• 日本を舞台に世論調査実験

松本朋子 所得再分配の政治経済学 2024 年 12 月 10 日 9 / 13

実験デザイン
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結果

結果は下記論文を参照ください。
D.Kishishita & T.Matsumoto, Welfare Burden and Preferences for
Immigrants’ Types. Available at SSRN: https:
//papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=5022831
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結果をまとめると
• 外国人労働者により生じる社会福祉の負担を認知すると、
所得の高い外国人労働者を好む傾向が高まる

• 但し、この介入効果は、職を奪われる不安のない人に限られる
得られる示唆
• 所得再分配の懸念から高所得の外国人労働者を選ぶのは、
職を奪われる不安がない人だけ

• 外国人労働者が今後増えれば増えるほど、職を奪われる不安
が増すことが予想される

松本朋子 所得再分配の政治経済学 2024 年 12 月 10 日 12 / 13
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論点

• 格差が拡大し続けている状況
• 人手不足から外国人労働者の増加が進む状況

→ 格差を緩和させる所得再分配政策をどのように維持するのか?
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会（令和６年度） 

（第３回）議事要旨 

 

１ 日 時  令和７年１月９日（木）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 ※WEB会議併用 

 

３ 出席者  河合 晃一 筑波大学人文社会系准教授 

釼持 麻衣 関東学院大学法学部准教授 

須川 忠輝 三重大学人文学部法律経済学科准教授 

高田 倫子 大阪公立大学大学院法学研究科教授 

西村 裕一 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

船渡 康平 信州大学学術研究院社会科学系准教授 

松本 朋子 東京理科大学教養教育研究院神楽坂キャンパス教養部准教授  

宮森 征司 新潟大学法学部准教授 

山羽 祥貴 東京都立大学大学院法学政治学研究科准教授 

 

４ 概 要   

地域コミュニティについて 

（事務局から資料に基づき説明） 

○ 地域コミュニティ組織において、自主性・自立性と民主性・透明性とのバランスをど

のように取るか。民主性・透明性の確保と相反する自主性の尊重はあり得るか。 

 

○ 指定地域共同活動団体について、団体の適正な運営を確保するため、一定の場合に行

政が関与する仕組みが設けられているが、こうした仕組みの活用にあたっても、団体の

自主的な運営を尊重することに留意する必要がある。 

 

○ 地域コミュニティ組織の活動を持続可能なものとしていくために、どの年齢層の人た

ちにアプローチするか具体的な想定はあるか。若年層は、団体に属することを好んでい

ない可能性があるし、若年層の価値観を変える、あるいは価値観に沿った形で地縁団体

を構成していくというのは難しいのではないか。とすると、地域の担い手としての対象
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は、もう少し世代が上の、例えば40代・50代を想定して考えた方が短期的にはいいので

はないか。 

 

〇 地域の担い手のターゲットは、地域の実情によるが、若年層だけではなく、シニア層

の活躍なども期待される。都市部を中心に、居住地と勤務地に距離があるケースがある

中で、現役世代が災害対応なども含めてどこまで従事できるかという課題もあるため、

仕事をリタイアされた方へのアプローチも考えられるのではないか。 

 

○ 指定地域共同活動団体制度を利用する場合、自治体は条例を定める必要があるが、

条例という形式に特定することについて何か議論はあったのか。 

 

○ 指定地域共同活動団体制度について、条例に基づき詳細を自治体の規則で定めるこ

とはあり得ると思うが、団体の活動内容が地域の実情によって異なることなどを踏ま

え、自治体の条例で定めることとしたものと理解している。また、本制度は、指定さ

れた団体がある程度その地域の連携・協働による活動の中心であるという位置付けを

明確化するという側面もあると考える。 

 

○ 法人格の有無は法人の適正なガバナンスの確保にとって重要なポイントになるよう

に思われる。法人格を得ていない団体を指定地域共同活動団体として指定することは想

定されているか。 

 

○ 地域で共同活動を行う団体には様々な主体が想定されるため、任意団体も指定の対象

から排除していない。 

 

〇 地域コミュニティの希薄化や価値観の変化がある一方で、子育てや子ども食堂など、

トピックごとに地域コミュニティの問題に関心を持っている若者が増えているように

思う。トピックベースで、多様な主体にどのようにつながりをもたせていくかという視

点が重要なのではないか。 

 

〇 マンパワーに関しては、行政も自治会・町内会といった地域組織も厳しい状況である

が、例えば、NPO等の地域団体や民間事業者に対して、自治体が実施していた事業を委
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託する事例があり、地域住民が構成員となっていない組織も、地域の担い手になり得る

と考えられる。地域住民で構成されていない組織も含めて、どうように地域の担い手に

なってもらうかという観点が重要になってくるのではないか。 

 

○ 自治体も地域コミュニティ組織も資源がなく弱体化している中で、「協働」というこ

とがどこまで実現可能なのか。住民の生命や財産に責任を持つのが自治体であるとする

と、自治体が主体となってイニシアチブを持つということが基本となるのではないか。 

 

○ 地域の課題が多様化・複雑化する中で、それぞれに寄り添った取組が必要になってく

ると思うが、行政はもちろんのこと、より地域に近い方に担い手となっていただくこと

も重要になってくるのではないか。単身化・核家族化が進む中で、地域コミュニティ組

織の存在や近所付き合いなどが重要になってくると考えられる。 

 

○ 地域コミュニティ組織を考える際、勤労世代の地域への貢献が困難になってきている

ことを踏まえると、シルバー世代に目を当てざるを得なくなる一方、デジタル化を考え

ると、若者に比べ、地域の担い手の中心であるシルバー世代はデジタル化に遅れをとっ

ている面がある。こうしたことを考えると自治体による支援のあり方についても踏み込

んで考える必要があるのではないか。 

 

シビックテックに関する実践と研究の動向 

（河合構成員から資料に基づき説明） 

○ シビックテックの取り組みとして様々なアプリがあり、それぞれ効果があると思うが、

アプリの数が多くなるとかえって大変になる面があるのではないか。町内会や自治体が

提供するサービスをどのように１つのアプリの中でコントロールするかということも

重要ではないか。 

 

○ アプリの数が増えることにより使い勝手が悪くなることへの解決方法について、例え

ば、窓口的なプラットフォームを作り、そこで様々なアプリを確認できるようにするこ

とが考えられる。 

 

○ 世論形成について、投票機能を備えたアプリの利用が考えられるが、投票者が世論を
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代表する者かどうか分からないという問題があるのではないか。 

 

○ 世論形成において投票機能を備えたアプリを利用する際、投票者が地域住民なのかど

うかは重要な要素である。この点への対応として、利用者に個人情報を入力してもらう

認証システムを採用している例もある。 

 

○ 参加型のデジタルプラットフォームでは、様々な要求が出てくる可能性がある。予算

の制約がある中でどのように優先権をつけるか。また、効果検証を含め、どのように情

報の透明性を担保するか。 

 

○ 例えば、アプリを通じて、道路補修などの事業に対して市民から情報提供してもらう

ことにより、個別の事業の中でどのように優先順位をつけるかについては、シビックテ

ックが有効と考える。また、アプリを通じて、行政がより効率的に情報収集できるよう

になり、さらにはアプリ上で情報が公開されることで透明性が確保される側面もあると

考える。 

 

○ 参加者が住民であるかどうかという点に加え、それが誰なのかという点について、対

面の場合においても議論になる場合がある。一方、熟議型・参加型のデジタルプラット

フォームに関して、匿名性についてどのような議論があるか。 

 

○ デジタルプラットフォームの匿名性の議論に関しては、気軽さと熟議のバランスが問

題になると考える。匿名性を確保し、今まで参加してこなかった方々にも気軽に参加し

てもらうことを重視するか、それともある程度の身分を明らかにしてもらった上で熟議

のような形で議論に参加してもらうか。この点、自治体によって運用の仕方が変わって

くるのではないか。 

 

○ 参加型プラットフォームについて、自治体は議論の結果を政策にどこまで反映できる

かという実務上の課題が考えられるが、これは、住民参加一般に見られる問題ともいえ

るから、必ずしも参加型プラットフォームに特有の課題ではないように思われる。行政

実務では、この点についてどのように認識されているのか。 
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○ 参加型プラットフォームによるオンライン参加と従来型のオフラインでの市民参加

とでは、参加者の層が異な可能性がある。そうだとすれば、オンラインとオフラインと

で出てくる意見も異なる可能性があり、この点を考慮する必要があると考える。 

 

○ デジタルプラットフォームの利用については、合意形成を目的とするのではなく、行

政が課題に対応するための情報収集という観点で利用することもできると思うが、自治

体職員はデジタルプラットフォームの利用に関して、どのような運用を想定しているの

か。 

 

○ デジタルプラットフォームをどのように運用するかは、自治体ごとの関心によってバ

リエーションがでてくると思われるが、情報収集に限らず、熟議や参加を目的としたプ

ラットフォームの利用にも意義があると考える。参加型プラットフォームの背景には、

市民の政府に対する信頼度や地域課題に対する市民の関心の持ち方を変化させること

ができるのではないかという民主主義の観点からの期待がある。 

 

〇 デジタルプラットフォームに関して、不具合が発生した場合、それに起因する損害の

責任の所在やその対応について、どのように考えられるか。また、その場合の行政の責

任に関して、どのような議論が行われているか。 

 

〇 例えば、デジタルプラットフォームで議論をしているところでアクシデントが起こり、

一部の人が参加できずに合意形成が行われてしまったという場合、責任問題が生じる可

能性はあると思う。なお、責任の所在については、基本的に行政がプラットフォームを

運用している場合が多いと思われるため、行政が責任を負うことが前提になってくると

考える。 

 

○ デジタルプラットフォームの利用に際して、参加者への個人攻撃や誹謗中傷、あるい

は全く議論には関係のない市長への批判等が書き込まれることもあり得るが、そのよう

な書き込みへの対応や管理について、どのように行われているのか。 

 

〇 デジタルプラットフォームへの書き込みについて、ある自治体では、書き込みを担当

職員が確認していると聞いている。また、利用規約を定め、それに違反する書き込みは
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削除対象になることをあらかじめユーザー側に明示し、管理者が削除するといった事例

もあると聞いている。 

 

〇 デジタルプラットフォームがどのようなものなのか市民が理解するところまで至っ

ていない可能性がある。そのため、小中学校などの教育機会と絡めて、デジタルプラッ

トフォームに関するワークショップなどを積極的に実施している自治体もある。若年層

から理解をしてもらうという取組は、デジタルプラットフォームの利用促進策の一つと

してあり得るのではないかと考える。 

 

〇 デジタルプラットフォームの利用促進の問題について、地域住民が自分たちの地域の

問題に関心が低いという可能性はないか。逆にいえば、関心が強い場合、行政がやらな

くても、自分たちで自発的に議論が起こるのではないか。 

 

○ 市民に地域の問題に関心を持ってもらうことがどの程度必要なのかは難しい問題で

ある。一方で、監視型のプラットフォームについては、アプリの利用を通じて市民に地

域の問題を報告してもらい、その情報をもって行政が優先順位づけできるため、行政の

マンパワーが非常に少ない中でどのように行政サービスを維持するかという観点での

意義は小さくないと考える。 

 

○ 熟議型のプラットフォームという「場」は、憲法学では「公共圏」と表現されるもの

に類似すると思われるが、公共圏は権力から独立して自由な言論が行われる空間であり、

合意形成とは基本的に切り離されている。その自由な場を市民社会の側が確保している

ということを念頭に置いたとき、行政がそれをどのようにマネジメントすべきかは難し

い課題であろう。 
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地域コミュニティについて

令和７年１⽉９⽇
総務省⾃治⾏政局市町村課

塗師⽊ 太⼀

資料１

⾃治会・町内会等（地縁による団体）について

出典︓総務省「地縁による団体の認可事務の状況等に関する調査結果（R5.4.1時点）」(注) 構成⽐は⼩数点以下第2位を四捨五⼊しているため合計しても100とならない。

⾃治会・町内会等の主な活動 600市区町村における⾃治会・町内会等の加⼊率の平均

78.0%
77.6%

77.2%
76.5%

75.9%
75.3%

74.7%
74.0%

73.3%
72.4%

71.7%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02

出典︓総務省「⾃治会等に関する市区町村の取組についてのアンケート調査(R3.7）」に
基づき作成（⾃治会・町内会等の加⼊率（世帯単位）について回答のあった600
市区町村における単純平均）

〇 「地縁による団体」とは、「町⼜は字の区域その他市町村内の⼀定の区域に住所を有する者の地縁に基
づいて形成された団体」をいう（⾃治会、町内会、町会、部落会、区会、区など）。

〇 全国調査によると、平成22年度から令和２年度まで毎年度の⾃治会等の加⼊率を世帯単位で把握してい
る600市区町村における⾃治会等の加⼊率の平均（単純平均）の推移は、平成22年度に78.0%であった
のが、令和2年度では71.7%となっており、6.3ポイントの低下となっている。

〇 「地縁による団体」が、地域的な活動を円滑に⾏うため、権利能⼒（法⼈格）を取得する制度として、
地⽅⾃治法の規定に基づく認可地縁団体制度がある（団体数︓56,078団体）。

（※）H30〜R4年度の間に認可（法⼈化）された地縁団体（5,164団体）のうち、
当該活動を規約の⽬的に定めている割合

合計その他区区会部落会町会町内会⾃治会区 分
295,83838,37434,7352,7314,21817,88267,329130,569団体数
(100.0)(13.0)(11.7)(0.9)(1.4)(6.0)(22.8)(44.1)構成⽐

割合(※)区 分
93%住⺠相互の連絡（回覧板、会報の回付等）
93%区域の環境美化・清掃活動
86%集会施設の維持管理
49%防災・防⽕
37%交通安全、防犯
32%⽂化・レクリエーション活動
26%盆踊り、お祭り、敬⽼会、成⼈式等の⾏事開催
26%スポーツ・レクリエーション活動
22%社会福祉活動（主に⾼齢者を対象とした活動）
21%道路、街路灯等の整備・修繕等
20%社会福祉活動（主に⼦どもを対象とした活動）
16%⾏政機関に対する要望、陳情等
10%慶弔

1
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(１) 地縁による団体
町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体

(２) 認可を受けた地縁による団体の権利能力
法律上の権利義務の主体となり、認可地縁団体は法人格を有し、土地、集会施設等の不動産を団体名義で登記できる。 また、

団体の活動に資する財産を団体名義で所有、借用できる。

(３) 市町村長による認可要件
① その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同

活動を行うことを目的とし、現にその活動を行っていると認められること
② その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること
③ その区域に住所を有する全ての個人は、構成員となることができるものとし、その相当数の者が現に構成員になっていること
④ 規約を定めていること
※ 規約に定める事項（法律で義務付けられているもの）
目的、名称、区域、事務所の所在地、構成員の資格に関する事項、代表者に関する事項、会議に関する事項、資産に関する事項

令和5年4月1日現在：56,078団体 （全国の市町村の85％に所在） ※参考：地縁による団体数：約296,000 団体（総務省調べ）

(１) 構成員
〇 正当な理由がない限り、その区域に住所を有する個人の加入を拒んではならない。
○ 構成員は個人のみが対象であり、団体は構成員となることができない。 なお、団体の意思決定への参加や直接の活動は行わ

ないものの、規約等に「賛助会員」として位置付け、その活動に参加することは可能であると考えられる。

(２) 総会等
○ 総会は団体の最高意思決定機関であり、すべての構成員をもって構成されるものである。 なお、総会を度々招集することは実際

には困難であることから、規約に定めることにより、役員会において実務上の執行に関する事項等を決定することができる。

(３) 活動内容
○ 地方自治法上、目的や事業に特段の制限はなく、規約に定めた範囲で活動できる。

※活動例：区域における集会施設の管理、清掃等の環境整備活動、スポーツ大会、レクリエーション活動、防災・防火活動、交通安全・防犯活動等

認可地縁団体制度の概要（地方自治法第260条の２）

2

１．制度の概要

２．認可状況

３．主な特徴

○ 不動産等を保有せず、幅広い地域活動を行う自治会･町内会等もあり、活動実態と認可目的

が必ずしも一致していないことから、不動産等の保有（保有予定）の有無に関わらず、幅広い

地域活動を行う地縁による団体については、市町村長が認可することによって、法人格を取得

することが可能になった。

※ 従来は、「地域的な共同活動のための不動産又は不動産に関する権利等を保有するため」と規定

認可地縁団体制度の改正（不動産の保有の有無に関わらず法人格取得が可能となる見直し）

○ 自治会･町内会等の「地縁による団体」は、いわゆる「権利能力なき社団」と考えられ、自治会等の名義で不動産登記することがで

きなかったが、平成３年に創設された「認可地縁団体制度」により、地縁による団体が、不動産を保有（保有予定）するため、市町

村長から認可を受けることによって、法人格を取得し、土地、集会施設等の不動産を団体名義で登記することが可能となっている。

不要

不動産等

高齢者生活支援・経済
活動等の幅広い活動

制度の概要

令和３年の地方自治法改正の概要（第11次地方分権一括法による地方自治法改正 (R3.5.26公布、R3.11.26施行)

第３ 公共私の連携 ３ 共助の担い手の活動基盤の強化

（１）地縁法人制度の再構築

コミュニティ組織は、その目的や活動実態等を踏まえ、事業展開に対応して、最適な組織形態を選択し、活動を発展させていくことが期待され

る。多くは法人格を有しない任意団体であるものの、様々な団体との契約や連携による事業の幅の広がりを容易にするなどの観点から、法人格の

取得は、持続的な活動基盤を整える上で有用な方策の１つである。（略）

こうした中で、地方自治法には、自治会・町内会等が不動産等に関する権利等を保有することを目的として法人格を取得する地縁型の法人制度

として、認可地縁団体制度が設けられている。これは、社団のうち、地域の共同活動を行う地縁型組織であって、その区域に住所を有する全ての

個人が構成員となることができ、民主的な運営が確保されるものに対して、組織の現況を活かし、活動の制約要因にならない簡便な法人制度を用

意するものである。

この制度については、民間非営利部門を社会経済システムの中に積極的に位置付けるという公益法人制度改革の趣旨や、近年、地域の住民が主

体となった組織により、地域課題の解決に向けて幅広い取組を持続的に行っている事例が広がっていることを踏まえ、簡便な法人制度としての意

義を維持しつつ、不動産等を保有する予定の有無に関わらず、地域的な共同活動を行うための法人制度として再構築することが適当である。(略)

第３２次地方制度調査会答申（令和２年６月）（抜粋）

〇 自治会･町内会等の活動が多様化し、地域課題の解決に向けて幅広い取組を持続的に行っている事例が広がってい

ることなど第32次地方制度調査会答申を踏まえ、不動産の保有の有無に関わらず認可地縁制度の活用を可能とする

べく、令和３年に地方自治法を改正(第11次地方分権一括法による一部改正)。

Ｒ３改正

3
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改
正
前

支障
○認可地縁団体が合併するには、解散に伴う
清算手続等を経る必要がある。

改
正
後

効果
○合併規定に基づき権利義務の全部の承継が

可能となることから、解散に伴う清算手続等の
事務負担が軽減

○決議に当たって、
総会の開催を省略できない。

認可地縁団体の活動の制約要因に

○書面等による非対面
の決議が可能となり、
利便性が向上

○認可地縁団体に関する規定において、
①合併の規定を新たに定める。
②書面又は電磁的方法による決議の規定を

新たに定める。

書
面

認可地縁団体の活動の維持・継続に寄与

（注）上記見直しと併せて、認可地縁団体の解散に伴い必要な債権者に対する公告の回数を３回以上から１回とする見直しを行っている。

認可地縁団体
合併したいだけで解散し
たい訳ではないけど・・・

合併規定なし

解散 団体の
新設等

地方自治法

○認可地縁団体に関する規定について、
①合併の規定が定められていない。
②書面又は電磁的方法による決議の規定が

定められていない。

認可地縁団体

合併規定あり

合併
解散に伴う清算手続等を経ず
に合併が可能に

認可地縁団体制度の改正（合併及び書⾯等による決議を可能とする⾒直し）

（第12次地方分権一括法による地方自治法改正(R4.8.20公布、R5.4.1施行)

〇 地⽅公共団体からの要望を踏まえ、認可地縁団体の活動の維持・継続など持続可能性の向上のため、合併
及び書⾯等による⾮対⾯の決議を可能とするべく、令和４年に地⽅⾃治法を改正（第12次地⽅分権⼀括法
による⼀部改正）。

4

Ｒ４改正

地域コミュニティに関する研究会報告書（R4.4）の概要

【現状】
○市区町村のうち、防災、地域福祉分野で⾃治会等以外
の団体・専⾨家との連携⽀援を⾏っている団体は少数。
○⾼齢者・⼦ども等を対象とした地域の居場所のリス
ト・マップを作成していない団体が多数。
○消防庁、厚⽣労働省など関係省庁において、防災、地
域福祉分野など個別分野での連携を進める施策を展開。

【地域活動のデジタル化を進める視点】
○⾏政を含めた社会全体のデジタル化が進む中で、情報共有を効率化し、新たなサービス・価値を地
域住⺠が受けられるようにするため、コロナ禍のピンチをチャンスと捉え、現役世代や若者の積極
的な参加を促しつつ、市区町村が⾃治会等の地域活動のデジタル化のために積極的に取り組むこと
が有効。

 ⾃治会等の⾃主的判断、デジタルとリアルのバランスも重要。災害時⽤アプリは、平時も活⽤できるものにすべき。
 ニーズと費⽤のバランス、ニーズの変化に低負担で対応できるか等を考慮し、汎⽤⼜は⾃治会等⽤のソフトを選択。
 ⾃治会等で単独導⼊する⽅法もあるが、⾃治会等の連合会等と協⼒し広域で推進すれば、⼀⻫配信等の実施が容易。

【現状】
○⾃治会等のデジタル化について、市区町村は「災害時に
おける安否確認」等において有効で、「住⺠の多くが操
作等に不慣れなこと」等を課題と認識。
○電⼦回覧板やオンライン会議のほか、SNSやホームペー
ジの活⽤、デジタル講習会の実施等の事例あり。

１ 地域活動のデジタル化

(※)回覧板・掲⽰板による連絡事項の伝達、⾏政委嘱委員の推薦、防災訓練の実施、防犯灯・ごみステーションの設置管理など、公共的サービ
スの提供・協働や⾏政との連絡調整業務を指す。

【⾃治会等の活動の持続可能性を向上させる視点】
○⾃治会等の役員・運営の担い⼿不⾜、加⼊率の低下等により、活動範囲の縮⼩・停滞に陥るリスクが
⾼まっており、活動の持続可能性を向上させるため、⾃治会等の⾃⼰改⾰のみならず、市区町村とし
て、加⼊促進の取組や、⾃治会等の負担軽減のための⾏政協⼒業務(※)の部局横断的な⾒直しが必要。

【現状】
○600市区町村の平均加⼊率78.0%(H22)→71.7％(R2)
○市区町村は、⾃治会等の加⼊促進のため、チラシ配布
や不動産業界との協定、条例策定等で⽀援。
○⾃治会等の負担軽減のため、市区町村窓⼝の⼀元化、
委員の推薦依頼の⾒直し等を実施。

２ ⾃治会等の活動の持続可能性の向上

 具体的な加⼊促進の取組がどの程度⾏われているか、ニーズにどの程度即したものであるかが重要。
 市区町村が、⾏政協⼒業務に関する組織横断的な棚卸しを、市区町村全体の業務⾒直しと⼀体的に推進する必要。
 地域担当職員制度の導⼊や外部⼈材等の活⽤は、⾃治会等の負担軽減のみならず、市区町村の施策展開にも有⽤。

３ 地域コミュニティの様々な主体間の連携
【様々な主体間の連携を強化する際の視点】
○防災や地域福祉分野等における地域コミュニティの様々な主体間の連携を促進するためには、市区
町村による多様な主体に係る情報把握と「⾒える化」を前提に、明確な⽬的を持った活動を中⼼と
して、連携のコーディネーターを活⽤し、資⾦⾯・⾮資⾦⾯の⽀援を⾏うことが期待される。
 市区町村等が⼈材・財源⾯で連携をサポートし、職員以外にも、防災等の連携のコーディネーターを養成、活⽤。
 こども⾷堂など、⽬的が明確なプロジェクトベースでの連携を促進すれば、より実質的に地域活動の活性化が可能。
 財源⾯等の⽀援のみならず、推進計画等の⾮資⾦的援助により、地域の事業者等のサポート団体の増加を期待。

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

ポ
イ
ン
ト

市区町村ニーズにあった⾃治会活動

こども⾷堂等の地域の居場所

電⼦回覧板 オンライン会議
デジタルとリアルのバランス、
ニーズと費⽤

○下記の３つの視点に分けて検討し、全国の市区町村の地域コミュニティの
取組や施策の状況を共有するとともに、各市区町村及び地域の独⾃の取組を
⽀援することが狙い。

○この３つの視点については、互いに独⽴したものではなく、各視点に係る
取組を進めることが他の視点に係る取組を進めやすくなるという関係にある。
（例︓デジタル化による現役世代の参加が、持続可能性の向上に寄与）

⾃治会等の加⼊率の低下、担い⼿不⾜により活動の持続可能性が
低下する⼀⽅、防災、⾼齢者・⼦どもの⾒守り、居場所づくりな
ど新たなニーズへの対応が必要。コロナ禍のピンチをチャンスに
して、デジタル化を期待。

研究会報告書における「３つの視点」

研究会報告書の “ 狙い ”地域コミュニティに関する現状・課題

防災

棚卸しや
部局横断的な
⾒直し︕

様々な主体
（NPO等）
との連携︕

連携のコーディネーター

災害時の安否確認

１１

２２ ３３

＜３つの視点の関係＞
デジタル化

持続可能性 主体間連携

5
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地域コミュニティ活動の持続可能性の向上に向けた市区町村の取組（デジタル化）

⾦沢市
町会連合会

事業者

⾦沢市における⾃治会等の地域活動のデジタル化を推進するための取組

連絡網機能
・町会内の情報配信を⾏う
グループウェア機能
・地域⾏事の参加確認を⾏う
地域情報配信機能
・⾃治体等が情報配信を⾏う
災害時安否確認機能
・災害時の安否確認を⾏う

・市政情報の発信（危機管理部⾨
からの災害情報を含む）

・利⽤促進に向けた⽀援(※)
⾦沢市

・各校下（学区）町会連合会への
情報発信

・会議・⾏事への出⽋確認

・管理、運営、機能拡充、
活⽤サポート

・利⽤促進に向けたサービスの提供

出典︓⾦沢市からの提供資料をもとに作成

〇地域活動のデジタル化を推進するため、市が、⾃治会連合会・地域交流アプリの開発事業者と三者協
定を締結し、相互の協⼒体制を構築するとともに、利⽤促進に向けた積極的な⽀援を⾏っている事例
がある。

〇地域交流アプリの導⼊など地域活動のデジタル化の推進は、⼤規模災害時の被害状況の情報伝達や安
否確認のみならず、平時の情報共有等にも利⽤され、若い世代の参加に繋がっている。

第３章 地域活動のデジタル化 ３ ⾃治会等を中⼼とした地域活動のデジタル化を進める際の視点
（２）地域活動のデジタル化の⽬的と導⼊するサービス

⽇頃使われないシステムは災害時に使われないという傾向が強いため、災害時の被害状況等の情報伝達や安否確認のためにシステム
やアプリを導⼊する場合には、平時の情報共有や訓練等にも利⽤できるものにする観点が重要（略）

地域コミュニティに関する研究会報告書（令和４年４⽉）（抜粋）

〇地域交流アプリの利⽤料等を補助
【補助対象】校下(学区)町会連合会

（R5.4現在、39/62団体導⼊済）
【補助率】３/４
【限度額】町会加⼊世帯数に応じて変動

（30万円〜240万円）
〇説明会等への派遣サポート
・アプリ導⼊を検討している町会連合会や
町会が主催する説明会に担当者を派遣。
インストール作業の際には、地元⼤学⽣を
活⽤したICT推進員が⾼齢者をサポート。

(※)利⽤促進に向けた市の⽀援アプリ活⽤三者協定

【参考】アプリの主な機能

6

第33次地方制度調査会
第16回専門小委員会資料

〇 内閣府調査によれば、市区町村が⾃治会のために今後取り組むべき必要がある事項として、「⾏政から
の依頼事項の⾒直し」が最多の回答であった。

〇 いわゆる「⾏政協⼒業務」のあり⽅については、⾃治会・町内会等の負担軽減に結びつけるために、⾏
政協⼒業務に関する総合的な⾒直し、いわば棚卸しを⾏う必要性があり、市区町村に取組事例も出てき
ている。

⾃治会等の持続可能性の向上に向けた⾏政協⼒業務の⾒直し

【⾃治会のために今後取り組むべき必要があること】

出典︓内閣府「地域活動における男⼥共同参画の推進に関する実践的調査研究検討会による調査」（平成28年11⽉）に基づき作成

7

18.4％⾏政からの依頼事項の⾒直し1位
12.2％（財政的⽀援）特定の⽬的・活動に対する助成2位
10.2％（会⻑役員等研修）組織運営等（マネジメント研修等）3位
10.2％（会⻑役員等研修）防災・防犯4位
9.4％（財政的⽀援）⼀般的な活動費⽀援5位
6.5％（⼈的物的⽀援）⾃治会担当市区町村職員による⼈的⽀援6位

（⾃治会等以外の主体との連携）
➢ ごみステーションの清掃や広報誌の配布をシルバー⼈材センターに委託。（加古川市、⼋王⼦市）
➢ ⼀定の要件を備えたマンション管理組合を町内⾃治会と同様の組織として位置づけられるようにし、⾏政から回覧や業務委託を直接⾏うこととしている。
(千葉市)

（部局横断的な⾒直し）
➢ 庁内で⾃治会に対する依頼事項を調査し、削減に関する検討・協議を実施している。（⿃取県⿃取市、⼤阪府⼤阪狭⼭市）
➢ ⾏政協⼒業務の⾒直しに向けた庁内調査を実施し、⾏政区⻑に依頼をしている様々な業務の洗い出しを⾏った。この調査は、⾏政区⻑へ依頼をして
いる担当課に対し、⾃治会の負担軽減について、気づきを与えることも狙っており、調査内容を精査し、今後の取組を検討。（福岡県筑後市）

➢ ⾃治会等への依頼ガイドラインを設け、例えば、回覧・掲⽰や委員就任の依頼基準を定めることで、⾃治会等の過度な負担の軽減に努めている。
（川崎市）

【⾏政協⼒業務の⾒直しに関する市区町村の取組事例】

出典︓総務省「地域コミュニティに関する研究会報告書」（令和4年4⽉）及び
総務省「令和4年度地域コミュニティに関する意⾒交換会等の概要」（令和5年3⽉）

第33次地方制度調査会
第16回専門小委員会資料
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第３３次地⽅制度調査会「ポストコロナの経済社会に対応する地⽅制度のあり⽅に関する答申」の概要（令和５年12⽉21⽇）

○新型コロナの感染症危機がもたらした社会の急激な変化は、我が国がこれまで⼗分対応できていなかった課題を顕在化。

１．DXの進展を踏まえた対応

新型コロナ対応において感染状況把握
などでデジタル技術の活⽤が進み、そ
の可能性が広く認識。⽣成AIの登場な
ど社会のDXは⼀層加速し、⾏政サー
ビスの変⾰の期待。

⼈⼝減少・⾼齢化で各地・各分野で
⼈材不⾜が⽣じ、地⽅の専⾨⼈材の
確保が困難に。出⽣数は減少が継続。
新型コロナの影響もあり、市町村の
連携・協⼒の取組は道半ば。

災害、感染症への備えが進められてき
たにもかかわらず、新型コロナの感染
症危機に際して、想定されていなかっ
た事態が相次ぎ、国と地⽅の役割分担
等の様々な課題が指摘。

今後の地⽅⾏政のあり⽅に関し以下の課題への対応が必要

○ デジタル技術を積極的に活⽤した業務改⾰を進め、⼈⼝減少により経営資源が制約される中で、職員等のリソースをより創意
⼯夫を要する業務にシフト。

○ 国・地⽅におけるデジタル化の共通基盤等の整備や、情報セキュリティの確保、デジタル⼈材の確保・育成等を促進。

２．地⽅公共団体相互間の連携・協⼒及び公共私の連携

３．⼤規模な災害、感染症のまん延等の国⺠の安全に重⼤な影響を及ぼす事態への対応

○ 新型コロナ対応に際しての国と地⽅の役割分担等の課題を踏まえ、現⾏の地⽅⾃治法の国と地⽅の関係等の⼀般ルールを
尊重しつつ、⼤規模な災害・感染症のまん延等の国⺠の安全に重⼤な影響を及ぼす様々な事態に対して国と地⽅を通じた的
確な対応が可能となるよう、地⽅⾃治法に国と地⽅の関係等の特例を設ける必要。

○ 地⽅公共団体の経営資源が制約される中で、持続可能な形で⾏政サービスを提供し住⺠の暮らしを⽀えていくため、地⽅公共団体
が、地域や組織の枠を越えて資源を融通し合い、他の地⽅公共団体や地域の多様な主体と連携・協働していく取組を深化。

基本認識
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・ 市町村の⾃主的な連携による公共施設の集約化や専⾨⼈材の確保等
の取組が重要。その上でニーズに応じた都道府県等による調整・⽀援を促進。
・ 「地域の未来予測」※を踏まえた、⽬指す未来像の議論を積極的に⽀援。
※ 行政需要や経営資源に関する長期的・客観的な変化・課題の見通し

(1) 地⽅公共団体相互間の連携・協⼒ (2) 公共私の連携

第３３次地⽅制度調査会「ポストコロナの経済社会に対応する地⽅制度のあり⽅に関する答申」の概要（令和５年12⽉21⽇）

① フロントヤードのデジタル化
・ オンライン⼿続へのシフト、マイナンバーカードを⽤いた公共サービスの
改⾰、申請書の標準化等を推進。
② バックヤードのデジタル化
・ 国の⽀援の下、標準準拠システムへの円滑・安全な移⾏が必要。
③ フロントヤード・バックヤードのデジタル化の⼀体的取組
・ 地⽅税以外の公⾦収納についてeLTAXを幅広く活⽤可能に。
④ デジタル技術を活⽤した意思形成と住⺠の参画
・ より効果的に、意思形成に向けてデータを活⽤。⽣成AIなど最先端
技術の適切な活⽤を含め、優良事例を横展開。

・ 共通的なインフラやアプリケーションは、広域⼜は全国で共通化して
整備。全国的な共通基盤・共通機能の整備については、地⽅の創意
⼯夫を活かしつつ、国が制度⾯、財政⾯を含め役割を果たす。
・・・国と地⽅の役割分担の原則からも、国が役割を果たすべき、全国的な規模・視点の
施策・事業、全国的に統⼀して定めることが望ましい活動に該当

・ 国・地⽅間の情報共有を効率化すべき個別分野において、国・地⽅が
それぞれの情報をクラウド上に保存し、必要な範囲で互いの情報を活⽤
する仕組みを、各主体による情報の適切な管理を前提に、積極的に推
進。

(1) DXによる地⽅公共団体の業務改⾰ (2) 国・地⽅におけるデジタル化の共通基盤・共通機能等

① 地⽅公共団体における情報セキュリティの確保
・ 国が⽰す情報セキュリティ対策に係る指針を基に、地⽅に対し、情報
セキュリティ対策の⽅針の策定義務及びその⽅針に基づく措置の実
施義務を課し、対策の実効性を担保することを検討。

(3) 地⽅公共団体における情報セキュリティとデジタル⼈材
② デジタル⼈材の確保・育成
・ 国がデジタル⼈材の育成・確保に係る指針を策定し、職員の育成、
外部⼈材の確保、都道府県・指定都市等による市町村⽀援等を促
進。

１．DXの進展を踏まえた対応

２．地⽅公共団体相互間の連携・協⼒及び公共私の連携

・ 地域の多様な主体と連携・協働して地域課題の解決に取り組む主体
の位置付けについて、法律上、市町村の判断で明確化することを可能に。
・ 地域コミュニティ活動の持続可能性向上のため、デジタル技術の活⽤、⾏
政協⼒業務の棚卸しが必要。

３．⼤規模な災害、感染症のまん延等の国⺠の安全に重⼤な影響を及ぼす事態への対応 （略）
9
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第３３次地方制度調査会「ポストコロナの経済社会に対応する地方制度のあり方に関する答申」（抄）

第３ 地方公共団体相互間の連携・協力及び公共私の連携

２ 公共私の連携 （１）地域における共助の仕組みを支える主体間の連携

地域社会においては、今後、様々な課題や資源制約が顕在化することが想定される。また、人口減少による
市場の縮小は、民間事業者の撤退やサービスの縮小にもつながり、地域社会を取り巻く環境は、今後ますます
厳しい状況となっていく。こうした環境変化によって生じる、人手不足や複雑化する課題に対応するためには、
これまで主に行政が担ってきた様々な機能について、コミュニティ組織、ＮＰＯ、企業といった地域社会の多
様な主体が連携･協働し、サービスの提供や課題解決の担い手として、より一層、主体的に関わっていく環境
を整備することが必要である。

こうした観点から、例えば、安心安全な地域づくり、子どもの居場所づくりや高齢者福祉など様々な活動を
行う団体が参加して、住民同士の助け合い、支え合いを通じて地域運営を持続可能なものとする連携･協働の
多様な枠組みづくりを進めている事例が見られる。地域の多様な主体による連携･協働の枠組みは、地域の実
情に応じ、自主的かつ多様な取組を基本として展開が図られるものである。地域の課題を共有し、解決してい
くため、多様な主体が参画し、連携･協働を図りつつ、それぞれの強みを活かした活動を行っていく枠組み
（プラットフォーム）を市町村が構築し、その活動を下支えすることにより、人々が快適で安心な暮らしを営
むことができる地域社会を形成する取組は、今後、重要性を増していくと考えられる。（中略）

実際、市町村においては、一定の要件を満たした団体を条例に位置付け、意見具申等を通じて団体の意見を
市町村の政策決定に反映させることや、市町村から団体に対して必要な支援を行うことなどを明確化する取り
組みが見られる。

このような実情を踏まえ、市町村が構築した連携･協働のプラットフォームにおいて、多様な主体が活躍で
きるようにするため、様々な関係者と連携･協働して地域課題の解決に取り組む主体については、法律上も、
市町村の判断で、その位置付けを明確にすることができるようにする選択肢を用意して、活動環境を整備して
いくことが考えられる。この場合に、民主的で透明性のある運営や構成員の開放性を担保する必要があり、そ
うした前提を満たした上で、このような主体に求められる具体的な要件及び役割の設定や、市町村による支援
の具体的な方法については、市町村の自主性･主体性が尊重され、地域の実情に応じた取組ができるようにす
る必要がある。

（令和５年１２月２１日）
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 人口減少等により経営資源が制約される中で、住民が快適で安心な暮らしを営むことができるサービスの提供や地域課題

の解決のため、今後、地域の実情に応じて、地域社会の多様な主体が参画し連携･協働する枠組み(プラットフォーム)を、

市町村が構築し、その活動を下支えする取組が重要。 〔第33次地方制度調査会答申(令和５年12月)〕

➩ 令和６年の地方自治法一部改正により、「指定地域共同活動団体」制度を創設。

【指定の要件】
・ 地域において住⺠が⽇常⽣活を営むために必要な環境の持続的な確保に
資する活動を⾏う

・ 地域の多様な主体との連携等により効率的・効果的に活動を⾏う
・ ⺠主的で透明性の⾼い運営その他適正な運営の確保 等

指定地域共同活動団体地域的な共同活動を⾏う主体

〇 地域的な共同活動のイメージ
・ 地域の美化・清掃
・ ⾼齢者の健康づくり・⽣活⽀援、
⼦どもの居場所づくり、多世代交流活動
・ ⾼齢者・⼦どもの⾒守り 等

【イメージ】
・ ⾃治会･町内会等の地域の活動団体が、
地域の多様な主体と連携･協働しながら、
地域的な共同活動を実施

【指定対象】
・ 区域の住⺠ ⼜は 区域の住⺠を主たる構成員とする団体 を主たる構成員と
する団体

・ 活動資⾦の助成、情報提供など、市町村の
⽀援を受けることができる
・ 他団体との連携により効率的・効果的に活動を
⾏うため、市町村に調整を求めることができる
・ 市町村から⾏政財産の貸付け、関連事務の
随意契約による委託を受けることができる

１．主体の指定

２．指定の効果 【⾏政財産の貸付けのイメージ】
〇 市保健センター内の⼀室を活⽤し、
交流喫茶等を開催

➢ 市保健センターに相談に訪れた
⾼齢者等が、その⾜で交流喫茶
に参加することが可能。

➢ 市の健康診断等に合わせて、
運動・⾷事の改善等について
学ぶ健康セミナーを開催。

右
記
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
︑

【随意契約による委託のイメージ】
○ 公園の維持管理と、地域の美化活動を
⼀体的に実施

➢ 公園周辺の地域美化活動団体
への委託で、地域資源を活⽤
するなど地区の⼀体性がある
環境美化活動が可能。

【施行期日】令和６年９月２６日

「指定地域共同活動団体」制度の創設 Ｒ６改正

以下の内容を市町村が条例で具体化

11

－68－



12

①良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動であつて、地域において住民が日常生活を営むために必要な

環境の持続的な確保に資するものとして条例で定めるもの（特定地域共同活動）を、地域の多様な主体との連携その他の方
法により効率的かつ効果的に行うと認められること（地方自治法第260条の49第２項第１号）

・住民が地域において快適で安心な日常生活を営むために特に必要となる生活サービスの提供に資する活動を行う団体が、指定の対象

②民主的で透明性の高い運営その他適正な運営を確保するために必要なものとして条例で定める要件を備えること （同第２号）

・支援や調整、特例の適用（随意契約･行政財産の貸付け）などの特別な立場が与えられるため、適正な運営が確保されていることが必要。
①「民主的な運営」：構成員全員の意思に基づいて団体の運営に係る意思決定がなされている（例：代表者・役員が構成員の意思に基づき選出）

②「透明性の高い運営」：活動状況や財務状況などが対外的に公開されている（例：活動報告や会計書類の公表）

③「その他適正な運営」：前記以外の事項により運営の適正性が図られている（例：特定の者の排除等の不合理な構成員資格を設定していない）

③一定の事項を内容とする定款･規約等を定めていること（同第３号） （定款等における代表者の決定など、組織としての基本的な体制の具備）

④前三号に掲げるもののほか、条例で定める要件を備えること（同第４号） （例：営利活動、宗教的活動、政治的活動等を行わない）

指定の要件等について

「指定地域共同活動団体」制度の運用等に係る考え方について
「「指定地域共同活動団体」制度の運用等に係る考え方について」（令和６年９月26日付け総務省自治行政局市町村課長通知）を基に作成

適正な運営を確保するための仕組み

①市町村長による指定地域共同活動団体の活動状況及び支援の状況の公表（地方自治法第260条の49第４項）

・活動の状況や当該団体への公金支出を含む市町村による支援の状況について、指定を行った市町村が住民に対する説明責任を果たす

②市町村長による報告徴収（同第10項）

・適切な支援及び調整の実施、 活動状況等の公表、 随意契約及び行政財産の貸付けの特例の適用等のための情報の取得を含む

③市町村長による措置命令（同第11項）

・市町村長は、団体の適正な運営を確保するため必要な一定の場合に、期限を定めて、その改善のために必要な措置（※）を講ずべきことを
命ずることができる（団体の自主性･自立性を尊重する観点から、要件は限定的に規定）

ⅰ 指定要件を欠くに至ったと認めるとき ⅱ 法令、法令に基づく行政庁の処分、当該市町村の条例に違反するとき
ⅲ 運営が著しく適正を欠くと認めるとき（団体の運営が著しく公共の福祉を害すると認められる場合等。市町村が団体の自主性・自立性を尊重して判断することが必要）

④市町村長による指定の取消し（同第12項）

（地域の実情に応じて市町村の条例で定める）

ⅰ 指定要件を欠くに至つたと認める場合であって、措置命令によってはその改善を期待することができないことが明らかであるとき
ⅱ 措置命令に違反したとき ⅲ 不正な手段により指定を受けたとき ⅳ．その他条例で定めるとき

※衆議院及び参議院の総務委員会における附帯決議を踏まえ、市町村議会においても、指定の要件等を条例で定める際の議会による審議に加えて、公表される情報を踏まえ、
市町村による支援や調整等に関して、予算の議決や決算の認定等における審議等を通じて、適確なチェック機能を果たすことが求められる。

 自治会等の地域コミュニティ組織の持続可能性の向上や、「指定地域共同活動団体」制度の円滑な導入･
運用に向けて、先行事例等の把握を通じた調査研究や、新たな制度の周知･啓発を実施する。

① 地方団体の実務担当者等を交えて、新たな制度の導入･運用に当たっての課題等を把握･整理し、有用な対応策等を調査研究
②地方団体向けの説明会等による周知･啓発対策を実施

○ 自治会・町内会等の加入率の低下や担い手不足等の課題に対応していくため、自治会等の加入促進等に係る
取組に要する経費について、令和４年度に、「自治会・町内会加入促進に係る経費」、「自治会・町内会活動
内容の周知に係る経費」を拡充しており、引き続き地方交付税措置を講ずることとしている。

○ 住民活動支援事業（※）に対する地方交付税措置（基準財政需要額）標準団体（人口10万人）で4,491万円

（※）住民活動支援事業

自治会・町内会活動（話し合いの場づくり等）支援事業、自治会・町内会加入促進に係る経費、自治会・町内会活動内容の周知

に係る経費、地域活性化イベント（お祭り、地域ＰＲ等）助成事業、自主防犯活動（地域の夜回り等）支援事業、自治会・町内
会所有施設等への補助（防犯灯設置、集会所建設改良、ゴミステーション設置、児童遊園整備等） 出典：「令和６年度地方交付税制度解説（単位費用編）」

自治会･町内会活動に対する市町村支援への地方交付税措置

※R3年度:4,338万円 （+153万円）

◆ 地域コミュニティに関する研究会報告書(R4)を踏まえて、自治会活動の事務負担の軽減や若年層を含む多世
代の参加を促すため、地域活動のデジタル化を推進。

【令和５年度】
○ 地域活動のデジタル化が進んでいない地域において、情報共有手段の効率化を図り、現役世代や若者の積極
的な参加を促す観点から、電子回覧板等の「地域活動のデジタル化」の実証事業を実施し、報告書を公表。

【令和６年度】
○ 実証事業の成果を踏まえ、市区町村が、電子回覧板機能を有する地域交流アプリを活用した自治会等の地域
活動のデジタル化を進めていくためのハンドブックを作成し、その取組を促進。

地域コミュニティ関係の支援策等

13

コミュニティのあり方に関する調査研究等 （令和６年度補正予算額:20百万円）

地域活動のデジタル化の推進（令和６年度予算額:12百万円）
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参考資料

都道府県別、地縁による団体及び認可地縁団体数（令和５年４月１日現在）

（A）のうち
認可地縁団体数

自治会等
地縁団体数（A）

都道府県名
（A）のうち

認可地縁団体数
自治会等

地縁団体数（A）
都道府県名

1,197 3,422 滋賀県1,062 15,162北海道
927 3,357 京都府563 3,540青森県
965 12,893 大阪府561 3,809岩手県

2,284 10,188 兵庫県555 4,406宮城県
635 4,022 奈良県1,040 5,478秋田県
764 3,782 和歌山県1,633 4,623山形県
822 2,732 鳥取県1,129 5,949福島県

1,114 6,715 島根県1,007 13,095茨城県
1,749 10,428 岡山県858 4,569栃木県
1,163 6,966 広島県803 2,956群馬県
1,199 7,202 山口県895 7,212埼玉県

136 5,105 徳島県1,305 10,070千葉県
1,361 6,362 香川県1,152 8,950東京都

733 6,339 愛媛県1,403 7,506神奈川県
439 4,693 高知県2,663 8,870新潟県

2,469 10,499 福岡県1,365 4,543富山県
1,375 2,507 佐賀県1,030 3,999石川県
1,272 4,286 長崎県1,003 3,755福井県
1,876 5,327 熊本県373 2,543山梨県
1,337 4,353 大分県1,745 7,014長野県
1,103 3,780 宮崎県1,403 8,563岐阜県
2,020 7,163 鹿児島県1,996 6,165静岡県

409 1,097 沖縄県1,731 14,191愛知県
56,078 295,838 全 国1,454 5,652三重県
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１．概要
地縁による団体（自治会）の代表者等として、長年にわたり地域
的な共同活動を通じて良好な地域社会の維持及び形成に顕著な功績
のあった者について、地縁による団体功労者総務大臣表彰規程に基
づき表彰するもの。
・平成13年度から実施（平成11～12年度は自治大臣感謝状）
・時期：11月27日(水) 場所：地下２階講堂

２．被表彰対象者の要件（次のいずれかに該当する者）

(１) 在職年数に基づく者

① 地縁による団体(自治会)の代表者として通算１５年以上在職者

② 都道府県又は指定都市を単位とする地縁による団体(自治会)の
連合組織の代表者として通算７年以上在職者

③ ①･②に掲げる在職年数に準じる者

(２) 取組内容に基づく者

④ 地縁による団体の代表者として地域課題解決のために多大の貢
献をなし、かつ他の地縁による団体の模範として推奨すべき活
動を率先して行った者 ※令和５年度から追加

３．受賞者数の推移

１．概要
自治会長として、地域的な共同活動を通じて良好な地域社会

の維持及び形成に顕著な功績を挙げた者について、叙勲（旭日
単光章）を授与するもの。
(※) 総務大臣表彰（又は自治大臣感謝状）の受賞が前提
・平成17年～ 藍綬褒章
・平成25秋叙勲～ 叙勲（旭日単光章）

２．叙勲候補者の要件（①から④を全て満たすことが必要）
① 地域の自治会の長としての在職年数が20年以上である者又
は地域の自治会の長としての在職年数が15年以上であって、
他の公職歴（地方議会議員、各種行政委員会委員など）にお
ける功績を通算して地域の自治会の長としての在職年数が20
年以上である者と同等と認められる者であること

② 地縁による団体功労者として、総務大臣表彰（又は自治大
臣感謝状）を受賞している者であること

③ 70歳以上の者であること〈叙勲一般ルール〉
④ 褒章受章から５年を経過していること〈叙勲一般ルール〉

※藍綬褒章（自治会功労）を受章した者は叙勲の対象外

３．受章者数の推移

（令和６年度大臣表彰の模様）

地縁による団体（自治会）功労者に係る叙勲、総務大臣表彰

計秋春年度計秋春年度

106名52名54名令和元年度14名14名－平成25年度

104名51名53名令和２年度36名18名18名平成26年度

106名54名52名令和３年度40名20名20名平成27年度

104名54名50名令和４年度46名24名22名平成28年度

108名53名55名令和５年度79名41名38名平成29年度

106名55名51名令和６年度86名45名41名平成30年度

計年度計年度

151名令和元年度94名平成25年度

150名令和２年度78名平成26年度

151名令和３年度72名平成27年度

150名令和４年度134名平成28年度

161名令和５年度135名平成29年度

173名令和６年度143名平成30年度

地縁による団体功労者叙勲 【春：４月、秋：11月】 地縁による団体（自治会）功労者総務大臣表彰 【11月】
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地域運営組織に対する条例における位置付けについて①

趣 旨︓基礎的コミュニティ、地域づくり組織及び市が
それぞれの活動を尊重し、協働及び連携によっ
て住⺠主体のまちづくりを推進

主 体︓地域住⺠、地域で事業を⾏う個⼈・法⼈、
通学・通勤者及びその地域で活動する各種団体
で地域づくり組織が認めた者

基 準︓・⺠主的な運営に関する事項を規約に規定
・代表者及び役員が構成員の意思に基づき選出
されていること 等

活動内容︓まちづくりの推進のための事業
(例)防犯パトロール、⾃主防災隊、⼦育て広場、

観光客おもてなし事業、コミュニティバス
運⾏、家事代⾏や⽇曜⼤⼯⽀援等のライフ
サポート事業 等

市の⽀援︓助成⾦の交付、地域ビジョン(※)の尊重等
(※)地域づくり組織が作成する、地域ごとの地理的な特性や地域資源等を活かし、地域課

題の解決に向けた理念、基本⽅針、地域の将来像をとりまとめたもの。

団 体 数 ︓15団体（各区域に１つ）
そ の 他 ︓・活動報告書や収⽀決算書等の提出を義務化

・上記書類の備え付け、公開（努⼒義務）
・地域の将来像等をとりまとめた計画策定（努
⼒義務）

三重県名張市（地域づくり組織）
趣 旨︓市⺠と市、市⺠同⼠が協働してまちづくり

に取り組むことにより、社会的な課題の
解決を図り、もって地域の個性を⽣かした
質の⾼い⼼豊かな社会の創造を⽬指す

主 体︓地域住⺠、地域で事業を⾏う個⼈・法⼈、
⾃治会

基 準︓・⺠主的な運営に関する事項を規約に規定
・代表者及び役員が構成員の意思に基づき
選出されていること

・地縁団体、分野型市⺠活動団体、事業者、
個⼈等、多様な主体で構成されていること

活動内容︓協働のまちづくりを推進する活動
(例)⼦どもの学習⽀援、⼦ども⾷堂、防災

活動、通学路の⾒守り、環境保全活動等
市の⽀援︓助成⾦の交付、事業計画の内容が実現される

よう配慮、地域事務局の設置及び⼈件費補助
等

団 体 数 ︓28団体（各地区に１つ）
そ の 他 ︓ ・事業計画、収⽀決算書等の公開を義務化

・まちづくり計画書の策定（努⼒義務）
・計画をもとに、市と協働して⾏う事項を
定めた協定を締結し、両者は内容を誠実
に履⾏

兵庫県明⽯市（校区まちづくり組織）

第33次地方制度調査会
第17回専門小委員会資料
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地域運営組織に対する条例における位置付けについて②

趣 旨︓地域で公益を増進するために活動するコミュニ
ティの認定その他コミュニティによる地域にお
ける公益を増進するための活動を促進

主 体︓区域内の全ての⾃治会、地区福祉を推進する団
体、⽂化芸術等の振興団体、⻘少年などの健全
育成団体

基 準︓・⺠主的な運営
・重要事項の決定に関与する者の⼀部が公募に
より選出されていること 等

活動内容︓地域において公益を増進するための活動
(例)乳幼児・保護者⽀援、⼦育て世代の居場所

づくり、中学⽣の学習⽀援、健康づくり
市の⽀援︓助成⾦の交付や助⾔、情報の提供等
団 体 数 ︓12団体（各区域に１つ）
そ の 他 ︓・活動報告書や収⽀決算書等の提出を義務化

・市との会議を毎⽉開催（情報交換や業務の依
頼等）

・組織に参画する団体間においても、情報共有
や役割分担の調整等が図られている。

神奈川県茅ヶ崎市（まちぢから協議会）
趣 旨︓地域住⺠が主体となって地域コミュニティを

活性化することができるよう配慮
主 体︓地域住⺠、地域で事業を⾏う個⼈・法⼈
基 準︓・⺠主的な運営に関する事項を規約に規定

・地域住⺠が対等な⽴場で話し合う場を
設定し、地域の将来像を共有することに
より形成した組織であること 等

活動内容︓全ての地域住⺠を対象とし、地域コミュニ
ティ活動の総合的な調整その他地域課題の
解決に向けた取組
(例)防災訓練、シニア向けスマホ教室、

親⼦プール教室、その他イベント開催
市の⽀援︓助成⾦の交付、市とのパートナーシップ

会議の開催による重要な地域課題の解決に
向けた協議等

団 体 数 ︓９団体（各地区に１つ）
そ の 他 ︓・活動報告書の提出・公開を義務化

・地域の将来像等をとりまとめた計画策定
（努⼒義務）

・⾃治組織ごとの定例的会議に市の担当職員
が出席（情報交換や業務の依頼等）
会議では役割分担なども議論・調整

⼤阪府豊中市（地域⾃治組織）

第33次地方制度調査会
第17回専門小委員会資料

地方自治法(昭和22年法律第67号)（抄） 〔「指定地域共同活動団体」制度関連部分〕 ①
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第二百六十条の四十九 市町村は、基礎的な地方公共団体として、その事務を処理するに当たり、地域の

多様な主体の自主性を尊重しつつ、これらの主体と協力して、住民の福祉の増進を効率的かつ効果的に

図るようにしなければならない。

２ 市町村長は、前項の規定の趣旨を達成するため必要があると認めるときは、地域的な共同活動を行う

団体のうち、地縁による団体その他の団体（当該市町村内の一定の区域に住所を有する者を主たる構成

員とするものに限る。）又は当該団体を主たる構成員とする団体であつて、次に掲げる要件を備えるも

のを、その申請により、指定地域共同活動団体として指定することができる。

一 良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動であつて、地域において住民が日常生活

を営むために必要な環境の持続的な確保に資するものとして条例で定めるもの（以下この条において

「特定地域共同活動」という。）を、地域の多様な主体との連携その他の方法により効率的かつ効果

的に行うと認められること。

二 民主的で透明性の高い運営その他適正な運営を確保するために必要なものとして条例で定める要件

を備えること。

三 目的、名称、主としてその活動を行う区域その他の総務省令（※１）で定める事項を内容とする定

款、規約その他これらに準ずるものを定めていること。

四 前三号に掲げるもののほか、条例で定める要件を備えること。

※１）地方自治法施行規則(昭和22年内務省令第29号)（抄）

第二十二条の五の二 地方自治法第二百六十条の四十九第二項第三号に規定する総務省令で定める事項は、次に掲げ

る事項とする。

一 目的 二 名称 三 主としてその活動を行う区域 四 主たる事務所の所在地 五 構成員の資格に

関する事項 六 代表者に関する事項 七 会議に関する事項 八 会計に関する事項

－72－
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第二百六十条の四十九 （続き）

３ 市町村は、指定地域共同活動団体に対し、当該指定地域共同活動団体が行う特定地域共同活動に関し

必要な支援を行うものとする。

４ 市町村長は、指定地域共同活動団体が行う特定地域共同活動の状況及び当該特定地域共同活動に対す

る前項の支援の状況について公表するものとする。

５ 指定地域共同活動団体は、特定地域共同活動を他の地域的な共同活動を行う団体と連携して効率的か

つ効果的に行うため、当該特定地域共同活動と他の地域的な共同活動を行う団体が行う当該特定地域共

同活動と関連性が高い活動との間の調整を行うよう市町村長に求めることができる。この場合において、

市町村長は、必要があると認めるときは、当該調整を図るために必要な措置を講じなければならない。

６ 市町村は、当該市町村の事務の処理が指定地域共同活動団体が行う当該事務に関連する特定地域共同

活動と一体的に行われることにより、住民の福祉の増進が効率的かつ効果的に図られると認めるときは、

当該事務の当該指定地域共同活動団体への委託については、第二百三十四条第二項の規定にかかわらず、

政令（※２）の定めるところにより、当該市町村の規則で定める手続により、随意契約によることがで

きる。

※２）地方自治法施行令 (昭和二十二年政令第十六号)（抄）

第百七十九条の二 地方自治法第二百六十条の四十九第六項の規定による随意契約は、指定都市の締結する同項の委

託に係る契約が地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成七年政令第三百七十二

号）第四条に規定する特定調達契約に該当するときは、同令第十一条第一項各号に掲げる場合に該当するときに限り、

これによることができる。

地方自治法(昭和22年法律第67号)（抄） 〔「指定地域共同活動団体」制度関連部分〕 ②
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第二百六十条の四十九 （続き）

７ 市町村は、指定地域共同活動団体が当該市町村の所有に属する行政財産を使用して特定地域共同活動

を行うことにより、当該特定地域共同活動に関連する当該市町村の事務の処理と相まつて、住民の福祉

の増進が効率的かつ効果的に図られると認めるときは、第二百三十八条の四第一項の規定にかかわらず、

当該特定地域共同活動の用に供するため、当該行政財産を、その用途又は目的を妨げない限度において、

当該指定地域共同活動団体に貸し付けることができる。

８ 前項の規定による貸付けについては、民法第六百四条並びに借地借家法第三条及び第四条の規定は、

適用しない。

９ 第二百三十八条の二第二項及び第二百三十八条の五第四項から第六項までの規定は、第七項の規定に

よる貸付けについて準用する。

１０ 市町村長は、指定地域共同活動団体が行う特定地域共同活動の適正な実施を確保するため必要があ

ると認めるときは、当該指定地域共同活動団体に対し、当該特定地域共同活動の状況その他必要な事項

に関し報告を求めることができる。

１１ 市町村長は、指定地域共同活動団体が第二項に規定する要件を欠くに至つたと認めるときその他法

令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは当該市町村の条例に違反し、又はその運営が著しく適正

を欠くと認めるときは、この条の規定の施行に必要な限度において、当該指定地域共同活動団体に対し、

期限を定めて、その改善のために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

１２ 市町村長は、指定地域共同活動団体が第二項に規定する要件を欠くに至つたと認める場合であつて

前項の規定による命令によつてはその改善を期待することができないことが明らかであるとき、同項の

規定による命令に違反したとき、又は不正な手段により第二項の指定を受けたときその他条例で定める

ときは、その指定を取り消すことができる。

地方自治法(昭和22年法律第67号)（抄） 〔「指定地域共同活動団体」制度関連部分〕 ③
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２１世紀地方自治制度についての調査研究会（令和６年度） 

（第４回）議事要旨 

 

１ 日 時  令和７年２月４日（火）１７：００～ 

 

２ 場 所  （一財）自治総合センター 大会議室 ※WEB会議併用 

 

３ 出席者  河合 晃一 筑波大学人文社会系准教授 

釼持 麻衣 関東学院大学法学部准教授 

須川 忠輝 三重大学人文学部法律経済学科准教授 

高田 倫子 大阪公立大学大学院法学研究科教授 

西村 裕一 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

船渡 康平 信州大学学術研究院社会科学系准教授 

松本 朋子 東京理科大学教養教育研究院神楽坂キャンパス教養部准教授  

宮森 征司 新潟大学法学部准教授 

山羽 祥貴 東京都立大学大学院法学政治学研究科准教授 

 

４ 概 要   

地方公共団体の長に対する求償権の行使について 

（高田構成員から資料に基づき説明） 

○ 自治体の長に対する求償権の行使について、政策判断に関わるものについては賠償責

任を問うべきではないとする考えがあるが、自治体の長が行う判断について、どのよう

な基準で、それが政策判断であると評価されるのか。そもそも自治体の長が行う判断で、

政策判断ではないものがあるのか。 

 

○ 基本的には、自治体の長の判断は政策に関わるものであり、他方で法的判断にも関わ

るものがあるという理解かと思われるが、政策判断とそうではないものを厳密に区分す

るのは困難ではないか。 

 

〇 政策判断とは何かという点については、自治体の政策は、予算と条例に基づいて行わ

れることが基本とするのが一般的ではないか。予算と条例は議会の議決を経ており、政
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策判断は団体として意思決定しているものであるから、誹謗中傷など明らかに政策では

ない運動などを行う特異なケースを除き、個人に対して求償権の行使が行われるという

のは考えにくいのではないか。 

 

○ ドイツでは、国際会議場の建設に係る投資家の出資に対する保証を市が引き受けるに

あたり、そのリスクについて市長は議会に説明を行っていなかったとし、情報提供義務

を怠ったことが違法と判断され、市長に対する求償権の行使が認められた事案がある。 

 

〇 国立マンション訴訟においては、裁判官として求償権の行使の是非の判断が先にあり、

政策判断の該当性については、後付け的に説明しているようにも見える。仮にそうだと

すれば、裁判官の判断を分けた具体的な事実は何か。 

 

○ 国立マンション訴訟においては、「自治体の長が景観保護に力を入れていたことを前

提としつつ、そのためになされた措置は適切でない」という判断が前提にあったので

はないか。それに対してどのような理由付けを行うかが、それぞれの判決で異なって

おり、平成22年判決では「行政の継続性」や「中立性・公平性」などが理由付けのポ

イントになっているが、平成27年判決では「目的は正当であるが、手段として取られ

た措置が適切ではなかった」とされた。 

 

○ 自治体と事業者との関係については、工場誘致が白紙になり、事業者に損害が発生

した事例において、行政の継続性の観点から信義則の適用が認められたものがあるな

ど、対外的な国家賠償の場面で行政の継続性が強調されることは理解できるが、平成

22年の国立マンション訴訟判決において、なぜ自治体の長に対する求償権の行使の場

面でこの点が強調されたのか。 

 

○ 国立マンション訴訟においては、求償権の不行使が争われた住民訴訟の前に国家賠償

訴訟があり、その国家賠償訴訟の判決をトレースして平成22年の住民訴訟の判決が下さ

れたように思われる。対外的な責任と内部的な責任とが、この判決の中ではあまり区別

されていないような印象である。 

 

○ ドイツの市町村の例では、日本とは異なり、市町村長に対する懲戒処分制度が設けら
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れているが、市町村長の処分が日本以上に制度的にも担保されていることについて、日

本の制度との比較において、どのように考えるべきか。 

 

〇 ドイツの市町村長は選挙によって選ばれるが、一般職の公務員と同じ法律が適用され

るため、日本とは市町村長の位置付けが異なり、単純比較は難しいと考えられる。他方、

ガバナンス強化の観点から、ドイツの姿勢にならい、日本においては損害賠償の請求等

を積極的に行うべきという考えもあり得るのではないか。 

 

○ 平成27年の国立マンション訴訟判決では、自治体の長については「一定の職業を除き、

兼職が禁止されていないから、職務上の法的義務として要求される公正性・中立性も、

一般職の公務員と異なる面があることは否定することができない」とし、公正性・中立

性の水準が低下する根拠として示されているが、利害関係が発生する兼業の場合ほど、

公正性・中立性が要求されるのが一般的ではないか。 

 

○ 自治体の長の位置付けとして兼職が禁止されていないということは、公正性・中立性

についても兼業が禁止される一般職ほど厳格ではないという、実定法上の証拠の一つと

して挙げられているのではないか。 

 

○ 日本のように住民訴訟に相当する仕組みがないドイツ法において、住民側からの統制

という観点から見た場合、何かそれを代替ないし補完する要素は見られるか。 

 

○ 住民訴訟はアメリカ法に由来するものであるため、ドイツでは制度として存在してい

ないが、財務会計上の違法な行為に対して訴訟が提起される例がしばしば起きている。

この点、国家賠償法でいう「第三者に対する損害」が緩やかに理解されている可能性が

ある。また、「第三者に対する損害」がない場合でも、世論や野党の追及が追い風とな

り、求償権行使を認める例もあるように思える。 

 

各国の住民登録制度について 

（事務局から資料に基づき説明） 

○ 住民の協力なしには住民登録ないし住民把握が正確に行えないため、自主的に住民が

自らの情報を行政に提供するための合理的な誘因が必要になる。この点、明治期の住民
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把握の際に、出生届と死亡届で正確な情報の把握に差が出たという研究がある。死亡届

は、埋火葬の許可を得るために必要であったため、住民側に死亡届を提出するインセン

ティブが与えられていたが、出生届はそのようなインセンティブがなかったため、当時

の出生届からは正確な情報が把握できなかったとされている。各国においては、住民か

ら正確な情報を提供してもらうために、どのような工夫が行われているか。 

 

○ 夜警国家の時代では、徴兵や警察治安維持のために住民情報が使われるだけであった

ため、日本における当初の戸籍がそうであったように、各国においても、夜警国家であ

った時代の住民登録は、そこまで正確性が担保されていなかったのではないか。一方で、

福祉国家化が進むと、社会保障サービスを受けるために住民登録が必要であるというこ

とにもなり、社会保障制度が整ってきた結果として、住民登録制度が一般に受け入れら

れるようになってきたという面もあるのではないか。 

 

○ 地方自治法上、住所を区域内に有している者が当該自治体の住民だということになっ

ているため、「住所」がまず住民を特定するための情報として出てくると思うが、大正

時代にあった寄留法では、「住所又は居所」となっており、必ずしも住所に限定してい

ない。住民を特定する情報として「居所」が除かれた経緯は何か。 

 

○ 寄留法については、居所が二，三カ所あるといった問題があり、配給制度を実施する

ために、寄留簿とは別途、世帯台帳を調製するという制度変更が行われた。寄留法の時

代と異なり、住民基本台帳法では、選挙人名簿の基礎としても住民基本台帳を用いるよ

うになったため、「居所」という曖昧な概念ではなく、「住所」のみを用いるようになっ

たのだと思われる。なお、今でも「居所」を用いている制度として、地方税や生活保護

などがあるが、これは、居所の方が徴税しやすいといった行政側の事情や、住所が分か

らなくても今いる場所で保護しないといけないといった、各制度固有の事情があるもの

と思われる。 

 

○ 住民登録制度がないアメリカやイギリスにおいては、住所の情報は個人の把握のため

にどのような役割を果たしているのか。 

 

○ アメリカやイギリスにおいても、住所は日本と同様に個人を特定する重要な情報の一
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つとして使われているのではないか。ただ、これらの国においては住民登録制度がない

ため、例えば運転免許証の住所と社会保障系で使われている住所が完全に一致している

かどうかは不明である。それぞれの制度だけを取ってみれば、一応４情報（氏名、住所、

生年月日、性別）があれば、その人が誰なのか特定できるということかもしれない。 

 

○ スウェーデンでは、個人情報は誰でも知り得る情報として扱われているということだ

が、日本ではDVの問題があり、住所非公開などの措置が自治体レベルで行われている。

その点、スウェーデンではどのように議論されているのか。 

 

○ スウェーデンでは個人情報とプライバシー情報とが別の概念として捉えられている

と伺っている。個人情報は名前や住所といった公知の情報をいい、プライバシー情報は

思想などの内面に関わる情報をいう。個人情報については、それが他人に見られたとし

ても、悪用されないよう各人がリスクテイクしていれば問題ないという考え方なのかも

しれない。 

 

○ 住民登録台帳管理については市町村で行われているが、デジタル時代においては国が

一元管理しても良いのではないかという議論がある。この点、どのような方向で考えら

れているのか。 

 

○ 住民基本台帳を国が一元管理することに関して制度として考えることは可能である

が、国が現場で住民登録の実務を行うことが可能かどうか、住民登録を行う際の居住実

態の確認を国が行うことができるかといった点が課題になるのではないか。例えば、日

本では、市町村窓口で居住実態を確認しているが、エストニアでは、オンラインによる

転入手続きが可能になっており、国が保有する土地や建物台帳といったデータベースと

賃貸契約書を照らし合わせるなどして、国が居住実態を捕捉できるような仕組みになっ

ている。一方で、住民情報を国が一元的に管理することについて、国民の理解が得られ

るかという問題もある。日本でも以前、DVの問題に対応するために住民基本台帳を非公

開にする制度変更を行ったが、社会の状況によって国民の理解を得られるかどうかが変

わってくる。 

 

○ 住民登録台帳の管理主体について、韓国では全国システムは国が管理主体になってい
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るが、一方で住民登録台帳管理は基礎自治体が主体となっている。これは、日本と同様

に自治体でシステムを持っているという理解で良いか。また、自治体でシステムを持っ

ている場合、日本でいうところの「システムの標準化」は韓国でも課題となったのか。 

 

○ 韓国の住民登録制度は、日本と同じように基礎自治体が登録事務を行っており、一方

で、全国的な住民情報データベースは国にあると承知している。韓国の場合、基礎自治

体も住民登録台帳システムを持っているが、日本でいう独法のような組織が開発したシ

ステムを自治体が利用しており、日本でいうところの「システムの標準化」がなされた

後の世界観となっていると聞いている。ボトムアップ型の日本の「システムの標準化」

とは違い、国が基礎自治体に対して事実上強制的に共通システムの導入を進めた経緯が

あると聞いている。 

 

〇 日本において、住民登録の事務を市町村が主に行っていることの歴史的な事情や経緯

はどのようなものか。 

 

〇 戸籍や住民登録の制度は、もともと戸主などからの届出を要するローカルな仕組みで

あり、そういったローカルな手続を行うのは現場に近い市町村でないと現実的には難し

かったという事情があるのではないか。戸籍は徴兵や徴税と密接に結びついていたため、

明治初期の市制町村制において戸籍事務を扱うとされた市町村は、国としても重要な機

関としてつくられたという経緯がある。そういう意味では、戸籍事務は当たり前のもの

として市町村が行うものと捉えられていたのかもしれない。 
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